
議案第７６号 

平成３１年度青梅市一般会計予算 

平成３１年度青梅市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ50,400,000千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分および当該区分ごとの金額は、「第１表歳

入歳出予算」による。

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項、期間および限度額は、「第２表

債務負担行為」による。 

（市債） 

第３条 地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる市債の 

起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、「第３表

市債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第235条の3 第2項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は、3,000,000千円と定める。

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当等および共済費（賃金にかかる共済

費を除く。）にかかる予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用

平成３１年２月２０日 

提出者 青梅市長 浜 中 啓 一 
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第 ２ 表　 債 務 負 担 行 為

（単位　千円）

事                項 期　　　　　間 限　　度　　額

学校給食費管理システム
賃 貸 借

平成31（2019）年度から
平成36（2024）年度まで

5,480

外国人英語指導補助業務委託
平成32（2020）年度から
平成33（2021）年度まで

55,504

教員用電子計算機器等賃貸借

青梅駅、河辺駅北口および
河 辺 駅 南 口 自 転 車 等
駐 車 場 の 管 理 運 営

平成31（2019）年度から
平成34（2022）年度まで

容 器 包 装 プ ラ ス チ ッ ク
処 理 ラ イ ン 設 置 工 事

平 成 32 （ 2020 ） 年 度 89,707

青 梅 駅 、 河 辺 駅 北 口
お よ び 河 辺 駅 南 口
自 転 車 等 駐 車 場 の
管 理 運 営 に 要 す る 額

平成32（2020）年度から
平成36（2024）年度まで

176,125

学 校 給 食 配 膳 業 務 委 託
平成31（2019）年度から
平成32（2020）年度まで

62,260

施設予約システム賃貸借
平成32（2020）年度から
平成36（2024）年度まで

23,845

土地評価システム賃貸借
平成32（2020）年度から
平成36（2024）年度まで

23,483

住民基本台帳関係事務等
窓 口 業 務 委 託

平成32（2020）年度から
平成34（2022）年度まで

174,400

庁 内 ネ ッ ト ワ ー ク 用
機 器 等 賃 貸 借

平成32（2020）年度から
平成36（2024）年度まで

138,948
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第 ３ 表　　　市　　　　債

　 （単位　千円）

2,378,000

中 学 校 便 所
改 修 事 業 債

142,700

合　　　計 2,836,300

据置きを含む30年
以内の元利均等ま
たは元金均等償還
ただし、市財政の
都合により起債の
全部、または一部
を翌年度に繰越し
据置期間および償
還期限を短縮し、
もしくは繰上償還
または低利に借換
えすることができ
る。

小 学 校 便 所
改 修 事 業 債

154,600

臨 時 財 政 対 策 債

起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

河辺第１・第２住宅
改 修 事 業 債

161,000

証 書 借 入
ま た は
証 券 発 行

　 5.0 ％
   以　内
(ただし､利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては当該
見直し後の利
率)

起　債　の　目　的 限　度　額
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